
Crunch Time -決断の時
デジタル世界の財務



本資料は、グローバル企業の最高財務責任者（CFO）への詳細な
インタビュー等を含む、財務プロフェッショナルへの広範な研究に基
づくものです。資料全体に、プロフェッショナルの意見が盛り込まれて
います。インタビューにご協力くださったCFOの方々に感謝の意を表
し、厚くお礼を申し上げます。
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「財務チームは、世界
がさらにスピードを
上げて変化し続けて
いることを理解しなけ
ればなりません。
これまで想定されて
いなかったビジネス
ニーズに応えられる
よう、準備が必要です」

決断の時｜デジタル時代の財務

2



財務は必要以上にやり過ぎている

財務はやるべきことをやっていない

わからない

上記のすべて

質問

あなたの会社の幹部は、自社のファイナンス
組織についてどのように述べていますか

回答

企業の幹部は、財務で起きていることのすべてを

詳細に理解しているわけではありませんが、自社にとって何

が必要かは理解しています。それは、会社の資金調達を行

うこと、正しい会計を行うこと、業績を予測すること、そしてよ

り良い決断を導き出すことです。あなたの会社のファイナン

ス組織では、その準備ができていますか。

決断の時｜デジタル時代の財務
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シュメールの商人が
最初に家畜の販売数
を粘土板に記録した
時、ビジネステクノロ
ジーが生まれました。

五千年以上経った今日、太古の
テクノロジーはデジタルツールへ
と進化を遂げ、それはビジネスを
あらゆる方面から変えています。
私たちがクラウド、ロボティクス、
アナリティクス、人工知能、オート
メーションなどが目覚ましく入り混
じる世界を体験する日も遠くはな
いでしょう。これらのデジタル・
ディスラプションがビジネスの進
化に変化を及ぼします。

これらは財務の未来にどのような
意味をもたらすのか計り知れま
せん。

未来の姿

決断の時｜デジタル時代の財務

4



5
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「埋もれていたデータを、
突如として活用できる
ようになるかもしれま
せん。それらのデータ
が持つ意味を理解し、
資産として活用する
ことで、顧客により良い
サービスを提供できる
のです」

決断の時｜デジタル時代の財務
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ファイナンス組織はこれまで数多
くの変化に対応してきました。し
かしデジタルソリューションは、か
つてない可能性を秘めています。
その可能性とは、膨大なデータを
迅速に調査し、得られた知識を
必要な部門に提供することです。
このことが業務改善を促進する
だけではなく、新たな気づきを得
られるようになるのではないで
しょうか。

データ量の爆発的増加
情報はビジネスに流れ込み続け、
そのデータ量は留まるところを知
りません。ビッグデータ、ソーシャ
ルメディアやIoT（Internet of 

Things）。世界では毎日2.5京バ
イトものデータが生み出されてい
ます1。

構造化データと非構造化データ
の相違
膨大に増えつつある構造化デー
タの存在自体も課題ですが、ビ
デオ、写真やテキストからの非構
造化データ量には分析上の課題
があふれており、多くのファイナ
ンス組織では備えができていま
せん。対応するためのテクノロ
ジーも人財も持ち合わせていな
いのです。

分析は財務の専売特許ではあり
ません
ビジネスに携わる人は、これまで
ファイナンス組織が提供する分析
ツールを利用してきました。財務
が付加価値を加えることができな
い、または付加価値を加えるつも
りがなければ、ビジネス自体が脅
威にさらされます。

ビジネスサイクルの混乱
デジタル世界において、商品は
月単位ではなく時間単位で投入
されます。それと同じように商品
が消えるのも早く、顧客もまたす
ぐにいなくなります。計画・予測立
案、資本配分や決算のスピード
すべてが競争要因になります。
ファイナンス組織はもっと多くのこ
とをリアルタイムで行うことが求
められているのではないでしょう
か。

人財不足が現実に
デジタルファイナンスの人財モデ
ルとしてデータ・サイエンスとビジ
ネス・パートナリングを重視する
傾向にあります。多くのファイナ
ンス組織では、変化に対応する
ための適切な人財を持ち合わせ
ていません。人財の育成・開発も
必要ですが、新たなスキルを持っ
た人財の採用は喫緊の課題と
なっています。

デジタル・ディスラプション

決断の時｜デジタル時代の財務
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テクノロジーの課題は、歴史ある
企業のCFOと、デジタル化の中
で成長を遂げた企業のCFOとで
は、当然異なってきます。後者の
企業ではすでに財務業務を完全
にクラウド上で行っており、オート
メーション化が進み、レガシーシ
ステムなどは存在しないでしょう。
このような企業の人財はデジタル
ネイティブなのです。

従来の企業ではデジタルソリュー
ションのとらえ方が異なる傾向に
あります。多くの企業ではクラウ
ドやアナリティクス・ソリューション
を採用しているものの、巨大なレ
ガシーシステムをいまだ抱えてい
ます。それらのシステムを維持す
るには多額の費用と労力を要し
ます。新しい変化を取り入れるこ
とが難しく、継続的な検討を要す
ると共に、様々な課題に直面しま
す。

ファイナンス組織の中には、経営
財務に関し完全自動モデルでの
対応を試みるところもあり、主要
なプロセスがオートメーションとロ
ボティクスで構成されています。

このような流れは人による手間
を減らし、計画・予測の立案や事
業判断の支援など、より付加価
値の高い業務に時間を割くことが
可能になります。一方で、アナリ
ティクスに重きを置き、ビジネス・
パートナリングによる成果の捻出
を目的とするファイナンス組織も
あります。両方を実施している
ファイナンス組織も増えてきてい
ます。

あなたの企業にとっては、どちら
の方法が最適でしょうか。デジタ
ル変革からの恩恵を受けるため
には、どのようなロードマップを
描く必要があるのでしょうか。

最終的に、企業は独自の計画を
立てる必要があります。 しかし、
どのような未来においても、リー
ダーは、財務のためのデジタル
化のやり方やビジネス全体の作
り方を理解している人になると考
えられます。

できることから着手

決断の時｜デジタル時代の財務
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Cloud

クラウドはコンピューティングの一
種で、拡張性や弾力性のあるテ
クノロジーを用いて、インターネッ
トを通じサービスを提供します。
ファイナンス組織では、多額の先
行投資を行わなくても、パブリッ
ク・クラウド、プライベート・クラウ
ド、あるいはハイブリッド・クラウド
を通じ、さまざまな財務機能をア
ズ・ア・サービス（aaS）として提供
を受けることができます。

Cognitive Computing

コグニティブ・コンピューティング
や人工知能（AI）は人間の思考を
模倣します。このテクノロジーに
は、機械学習、自然言語処理、
音声認識やコンピューター・ビジョ
ンなどが含まれます。

新たな挑戦、新しいツール

Advanced Analytics

アナリティクスは長らく財務で活
用されてきた方法のひとつです
が、新たな手法は困難な課題に
対し、洞察的な答えを導き出すこ
とに役立ちます。新たな手法では、
アナリティクスをビッグデータと組
み合わせ、将来的なビジネスの
可能性を示すパターンを見つけ
出します。

財務業務で利用可能な新しいデジタルツールには、
主要システムや現状プロセスの進化に特化してい
るものもあります。一方、エクスポネンシャルと呼ば
れるツールは、今までとは異なる新しい方法を提供
します。どちらも、業務の改善と、より効率的な事業
支援を行うために財務が利用できるツールセットで
すが、一緒に利用した場合、特にその効果が高まり
ます。調査では、ここに示す7つのテクノロジーと財
務業務の進め方の関連性がますます深まっている
ことが示されました。

主な近代化の流れ

エクスポネンシャル

決断の時｜デジタル時代の財務
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Visualization

ビジュアリゼーションとは、大規模
かつ高密度なデータを分析する
ために、画像やインタラクティブ・
テクノロジーを革新的な方法で利
用することを言います。一連のビ
ジュアリゼーションにより、BI（ビ
ジネスインテリジェンス）やアナリ
ティクス・プラットフォームが補完
され、豊富なグラフィック、相互性
やユーザビリティが実現されます。

Blockchain

ブロックチェーンは、デジタルに
分散された元帳であり、統制を必
要とはせず、トランザクションが自
動で検証され、分散、接続された
ノード間のネットワークに安全に
保存されます。

Process Robotics

プロセス・ロボティクスは複数の
システム間での取引処理や通信
を自動で行います。ロボットは人
間と同じように反復作業を行いま
すが、エラーや疲労などのリスク
が低減します。

In-memory Computing

インメモリ・コンピューティングで
は、メインメモリにデータを保存し、
レスポンスタイムを速めることが
できます。データが圧縮されるた
め、ストレージ要件が軽減されま
す。結果として、以前は想像でき
なかったスピードでデータへのア
クセスが可能となるのです。

決断の時｜デジタル時代の財務
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多額の初期費用やITアーキテクチャ、コード・メンテ
ナンスに関連する技術的な費用を要することなく

フレキシブルかつスケーラブルなサービスを受けた
い企業にとって、クラウドは適しています。ガート
ナー社によると、2018年までに、大企業で新たに展

開される主要な財務アプリケーションの少なくとも
25％が、クラウドのソフトウェア・アズ・ア・サービス
（SaaS）となると考えられています2。

エブリシング・アズ・ア・サービス
がもたらすアジリティと効率性

Cloud

決断の時｜デジタル時代の財務
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デロイトが行った調査では、調査
対象企業の80%近くがクラウド・プ
ラットフォームを導入していました。
調査に回答したCFOの半数近くが
このテクノロジーをいくつかの分野
で利用していると答え、30%以上
のCFOが幅広い分野で活用して
いると答えています。また12%の
CFOは、このテクノロジーを評価
中か、あるいはパイロットテスト中
だと答えています3。

決断の時
クラウド・サービスは、サイバーセ
キュリティ上に相応の懸念があり、
真剣に取り組まなければなりませ
ん。しかし財務アプリケーションの
多くにおいて、クラウドはもはや見
過ごすことのできない意味を持っ
ています。早い段階でクラウドを
採用すべき代表的なアプリケー
ションとしては、計画立案、予算
策定、予測立案、購買、費用、報
告書作成や給与計算が挙げられ
ます。

「3、4年前、クラウドの認知は低い状況でしたが、現在では
主流となっています。今日では提案依頼書（RFP）のほとんど
にクラウドが含まれています」

クラウドの導入例

SaaS専業プロバイダーの初期の成
功に続くべく、ERP技術の大手がコ

グニティブ・コンピューティング、イン
メモリやサイバーセキュリティなどを
含む新サービスによって向上したク
ラウド・ソリューションへと戦略の転
換を図っています4。これら大手の競
争は激化していて、業務の効率化を
通じた費用削減を図りたい企業に
とっては有益な状況と言えます。
ニッチな小規模プレイヤーも、特に
計画や予測立案の分野で、市場の
切り崩しにかかっています。

ある非公開株式投資のグローバル
企業はクラウドベースのERPの導入
を希望していました。自社の成長、
地理的な拡大や報告の必要性の増
加から関心を持ったのがきっかけで
した。クラウドによって、その企業の
財務はスケーラブルで統率のとれた、
より効率的な組織への変革を実現し
ました5。

決断の時｜デジタル時代の財務
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ロボティクスとオートメーションは世界の製造業の形
を根本から変え、流通チャネル、サプライチェーンや
人件費に対する従来の考え方を覆しました。しかし、
それはまだ氷山の一角にすぎません。オートメー
ションを革新的に応用する流れは、コールセンター
管理から在庫管理、IoT等まで、ほとんどの業界や

ビジネス機能で出現しており、財務も例外ではあり
ません。

より速く、より安く、より正確に

Process 

Robotics

決断の時｜デジタル時代の財務
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プロセス・ロボティクスはソフトウェ
ア・プログラムを用いて反復タスク
を行い、また調達から決済（P2P）
や受注から入金（O2C）といったプ
ロセスの自動化を図ります。これら
のプロセスでは通常、データ入力
やレポートといった、膨大なマニュ
アル作業を要します。デロイトの調
査では、調査対象企業の約30%

ですでにプロセス・ロボティクスを
利用していました6。利用の動機は
耳慣れたものです。より速いス
ピード、費用低減、精度の高さを
求めてのことでした。

さらにファイナンス組織ではオート
メーションを通じ、より良い事業判
断を支援する部署へと人財を回
すことが可能になります。

決断の時
既存の業務すべてを改革する必
要はありません。多くのファイナン
ス組織ではプロセス・ロボティクス
により費用削減と生産性改善の
可能性を見出しています。分析に
時間をかけ過ぎて決断できなくな
る前に、実績のあるアプリケー
ションを選択し、思い切って取り
入れてみましょう。

「これまで以上に効率的に業務を行う必要があります。つまり、
オートメーション、ロボティクス、さらにはこの領域の新しい事業
者へのアウトソーシングも利用して、取引サービスの費用削減
を促進するのです」

ロボティクスの導入例

ある大手銀行ではロボティック・プロ
セス・オートメーションを全面的に導
入し、100台のロボットが18のプロセ
スを実施することで毎週85,000件以
上のリクエストに対応しています。ロ
ボットの作業能力は、おおよそ230

人に相当し、費用は新たな人財を採
用した場合の30％のコストでした。

またロボットの導入により、品質問
題として挙げられていた上位５つの
うち、２つが解消されました7。

自社の成熟したシェアード・サービス
運営の改善方法を探究していたあ
るグローバル製造企業は、従来の
ビジネス・プロセス・アウトソーシング
（BPO）を利用せず、代わりにロボ

ティクスや認知技術にフォーカスす
るとの結論に達しました。これにより、
どのような潜在的ベネフィットがある
のでしょうか。同社は業務量の80%

相当を自動化することができました8。

決断の時｜デジタル時代の財務

15



ローデータから行動の根拠となるような洞察を素早
く得ること、それは多くの企業にとって優先的課題と
なっています。人間の集中力が続くのはわずか8秒

と言われる現代においては9、ますます増え続ける
データ量を、より迅速に読み解く方法やツールが必
要なのです。

情報へのアクセスを可能に

Visualization

決断の時｜デジタル時代の財務

16



ビジュアル化ツールによって企業
はより早く分析結果を得ることがで
き、迅速なプロトタイプ作成や開発
時間の短縮が可能となります。ま
たこれらのツールにより、企業は
判断を迫られる課題に直結する現
在進行形の出来事を「把握する」
ことができます。ビジュアル・メトリ
クスによってもっと多くの人々が容
易に理解できるようになり、アナリ
ティクスはデータ科学者や金融ア
ナリストの分野を飛び越えて広が
るでしょう。

進化したビジュアル化ツールは、
デロイトが調査した対象企業の

30％近くで導入されており、また
別の12％の企業ではビジュアル
化技術を評価中か、あるいはパ
イロットテスト中であると回答して
います10。

決断の時
多くの場合、ビジュアル化アナリ
ティクス・ツールそのものが洞察
を導き出すと思われていますが、
一般的にそのようなことはありま
せん。他のツールと同様、効果的
な答えを見つけ出すには、選択
肢を慎重に検証することが必要
で、その後ようやく個々のニーズ
に合った手段を見つけることがで
きるのです。

「多くの情報に対して、より簡単にアクセスできるようにする必
要があります。なぜなら最終的には、それが戦略となり、最も
興味深い洞察となるのです」

ビジュアリゼーションの導入例

あるグローバル製造企業では、意
思決定者に提供される情報のス
ピードと一貫性、そして質の改善を
模索していました。課題の分析を特
に迅速に行えるようにするためです。
同社では、ダッシュボードを作成し、
製造現場に設置することで、製造プ
ロセス上で障害が予測された場合、
それが見えるようにしました。このよ
うなビジュアルツールが常に見える
場所にあることで、管理者は迅速に
人員の再配置やリソースの再配分
を行い、生産の大幅なスピードダウ
ンを回避することが可能となります11。

あるグローバル銀行の幹部は、可
視化ツールを利用した相互的で包
括的な報告書により、財務データを
より効率的に分析できるようになり
ました。幹部は報告書を利用して、
異なる期間における業績の良い項
目と悪い項目とを特定することがで
き、また実績と予算といった財務
データを比較することができます12。

ある医療サービス企業では、さまざ
まな報告書間における情報の照合
という課題を抱えていました。幹部
が情報をカスタマイズしたり、データ
を掘り下げて検証したり、といったこ
とがほとんどできていなかったので
す。現在は可視化ツールにより、使
いやすい形でトレンド分析やKPIが
提供されるようになり、差異や根本
的な原因に対する洞察が得られる
ようになりました13。

決断の時｜デジタル時代の財務
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効果的な計画、予測や利益分析を行うことはビジネ
スリーダーにとって大きな意味を持っています。幸い、
予測モデリングといった実績のある方法によって、
財務部門ではこのような分野における改善が期待
できます。多くの企業では財務分野におけるアナリ
ティクスに、すでに多大な投資を行っています。

より深い洞察、
より正確な予測

Advanced 

Analytics

決断の時｜デジタル時代の財務
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進化したアナリティクス・ソリュー
ションは、すでに世界の財務チー
ムによって使われるツールセット
のひとつとなっています。ファイナ
ンス組織に対する付加価値のある
洞察力への期待が高まっているこ
とから、この傾向は続くと見られま
す。またデータ解析の専門家が使
う精緻なアルゴリズムなどを含む、
分析や解釈の能力がますます重
要視されるでしょう。

調査を行ったCFOの約45％が財
務・会計アナリティクスにすでに投
資をしていると答えており、また約
52％は将来的に投資を増やすと
答えています。

過去の投資としては、全回答者
の中で金融サービス業界が64％
と最も高いレベルを示しており、
また将来的な投資ではヘルスケ
ア業界が71％と最も高くなってい
ます14。

決断の時
予測立案に焦点を当てましょう。
進化したアナリティクスによって
ファイナンス組織の戦略的、促進
的役割を増強する手法は数多く
あります。まずは、予測立案の改
善に特化して設計されたツールに
投資が推奨されます。CFOの回
答からは、幹部が最も支援を必
要としている分野は予測であると
示されています。

「率直に言うと、ファイナンス組織は変革を進めるエージェント
かつデータ解析の専門家になりつつあるのです」

進化したアナリティクスの導入例

ある消費財のグローバル企業では、
財務計画と予測に透明性を欠き、そ
の能力向上を模索していました。進
化したアナリティクスを用いることに
より、2年間予測の初年度の純売上
高予測で99.6％の精度を達成しま
した15。

進化したアナリティクスによってプロ
セスや報告の合理化も図れます。
ある大手スーパーチェーンでは、幹
部への報告で155もの測定基準が
用いられ、報告の断片化が起きて
いましたが、進化したアナリティクス
を使用することにより、最も重要な
予測指標となる測定基準を8つまで
絞り込みました。それぞれの基準は
企業にとってより良い選択の支援に
特化しています16。

ある医療サービス事業者では、人

件費と人員増加数との整合性が取
れず、その理由を調べていました。
人件費分析ツールを用いることで、
シフト勤務手当が増加していること
に気付き、シフトを組むシステムがう
まく機能していないことを突き止めま
した17。

決断の時｜デジタル時代の財務
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洞察の自動化

Cognitive 

Computing

「コグニティブ・コンピューティング」
とは機械学習、自然言語生成、音
声認識、コンピューター・ビジョンや
人工知能などの総称です。これら
のツールがひとつにまとまって人
間の認知能力を模倣し、山のよう
なデータを読解して、洞察と報告を
リアルタイムで自動化します。
デロイトの調査では、調査対象と
なった約17％の企業でコグニティ
ブ・コンピューティングと人工知能
が導入されていることがわかりま
した。また別の20％の企業では、
当技術のパイロットテストを特定の
機能分野において、実施中だと答
えています18。

決断の時

読み書きの機能を選択しましょう。
自然言語科学（NLS）を使えば、
人間が介入することなく、大量の
契約書や注文書を読むことが可
能です。また自然言語生成では
ルーチン化した報告書に個別の
説明や解説を付けるなどして、補
完することができます。まずはこ
のような応用方法から始めてみ
てはいかがでしょうか。

決断の時｜デジタル時代の財務
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機械学習

機械学習とは、コン
ピューターシステムその
ものがデータ、結果や
フィードバックループに対
して、指示を必要とせず
に、機能の向上を図る能
力のことです。

音声認識

音声認識とは、人間の話
す言葉を正確に転記し、
理解する能力のことです。

自然言語生成

自然言語生成とは、コン
ピューターが人間と同様
に文章を処理する能力
のことです。これによりコ
ンピューターが、その
時々の固有の状況に非
反復的かつ自然に対応
した形で、各個人に合っ
た品質の高い文章を書く
ことが可能となります。

コンピューター・ビジョ
ン

コンピューター・ビジョンと
は、自然な視覚環境で

コンピューターが物体、
場面や行動を識別する
能力のことです。

「アナリティクスや機械学習、さらに大きなデータソースの力が
あれば、私たちのビジネスパートナーとしての役割は進化し、
自社のビジネスモデルをその役割に対応させるため、常にさま
ざまな方法を検討することになるでしょう」

コグニティブ・コンピューティングの構成要素

米デロイトでは全事業にわたり、週
ごとや定期的な業績結果に関連す
る標準的な解説の自動化を行って
います。この自動化の取り組みによ
り財務チームは同業務から解放さ
れ、その時間を利用して、より戦略
的な仕事に特化しています。

ある通信社ではコグニティブ・ソフト
ウェアを使用して、企業の業績に関
する新聞記事の自動化を図ってい
ます。初期の学習曲線の後、自動
化されたレポート処理には実質的に
エラーが発生しません。同社では、
現在、四半期ごとに3,700本の業績

関連記事を出しており、手作業の場
合と比較して12倍の本数となってい
ます19。

コグニティブ・コンピューティングの導入例

決断の時｜デジタル時代の財務
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より多くのトランザクションに
ついて、より詳細な情報管理を

In-memory 

Computing

デジタル情報を効果的に扱うには、可用性や適時
性を犠牲にすることなく膨大なデータセットを処理す
るための技術アーキテクチャが必要です。まさにイ
ンメモリ技術がもたらすものです。主な適用例として、
トランザクション処理、イベント処理、分散型キャッ
シュ、シナリオ・モデリングが挙げられます。

決断の時｜デジタル時代の財務
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調査対象のCFOで、現在インメモ
リ技術を利用していると答えたの
はたった10％で、またその多くが、
データが集計されることで詳細性
が損なわれると述べています20。し
かし、そういった状況もこの数年で
大きく変化するでしょう。将来的な
多くのデータ管理ニーズに対して、
インメモリは必要不可欠なツール
となるでしょう。IoTから爆発的に
流れ込む情報だけを取ってみても、
インメモリ技術はデジタル変革の
渦中にある企業にとって必須とな
るでしょう。

決断の時
テクノロジーに強くなりましょう。大
量の同時トランザクションを分析
するために、高速アクセスが必要
なのはどこですか。リアルタイム
の自動通知によって、より良い意
思決定が可能になるのはどこで
すか。ビッグデータの動的計算を
1000分の1秒で行なう必要があ
るのはどこですか。データを深く
掘り下げない限り、これらの質問
に回答することはできません。イ
ンメモリ技術がそれを可能にする
のです。

「インメモリは財務にとって、最も興味深い分野のひとつです。
ビッグデータから価値を引き出すための洞察を得られる可能性
を創出するからです」

ある鉄道会社では、毎日12,000本
以上の列車で2,300万人以上の乗
客を運んでいました。従来の技術で
は、4万人以下のインターネットユー
ザーにしか同時に対応することがで
きず、ユーザーの多くはオンライン
でのチケット予約に最長30分かかっ
ていました。現在は、インメモリ技術
を用いて12万人以上のユーザーに
同時に対応することが可能になりま
した。今では予約完了までに、ほん
の数秒しかかかりません21。

ある流通会社では、古くなりつつあ
る財務システム環境の刷新を目的
とした数年がかりの計画の一環とし
て、インメモリを用いました。従来の
予算策定や予測のシステムは20年
以上経過したもので、スプレッドシー
トのテンプレートや補完スケジュー
ルに大きく依存していました。
解決策として、総計から取引の詳細
まで掘り下げることのできる新しい
システムを導入しました。新しいシス
テムにより、分析の向上、財務プロ
セスにおける時間の短縮、出力表
示の選択肢増加などの改善を図る
ことができました22。

ある保険会社では、財務プロセスの
改善と標準化のため、新しい財務プ
ラットフォームへの移行を考えてい
ました。同社ではインメモリ技術を使
うことで、リアルタイムに近い形で
データにアクセスできるようになり、
分析や意思決定の支援が可能とな
りました23。

インメモリ・コンピューティングの導入例

決断の時｜デジタル時代の財務
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デジタル時代における信頼の
構築

Blockchain

ブロックチェーンは分散型ネットワークを通じて取引
データの不変的記録の保存を実現します。豊富な
取引履歴を保持しているため、検証やネットワーク
そのものによる監査が可能です。またブロックチェー
ンではピア・ツー・ピアによる価値の移転が可能なた
め、将来的には中間業者の必要性がなくなるかもし
れません。さらにブロックチェーン上では、スマート・
コントラクトと呼ばれる、イベント始動のプログラム化
された契約書の実行や保存が可能です。

決断の時｜デジタル時代の財務
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ブロックチェーン技術に対する注
目はますます高まっていますが、
規制、統制やセキュリティに伴うリ
スクなど、まだ解決されていない
課題もあります。ブロックチェーン
を利用していると答えたのが調査
対象となったCFOのたった4％で
あることからも、この技術の認知度
が比較的低いことがわかります24。

決断の時
ブロックチェーンは、特に金融
サービス業において着実に発展
を続けており、同業界の企業では
2022年までに年間200億ドルの
コスト削減を期待できます25。
2016年末までには、世界の大手
銀行の80％がブロックチェーンの
プロジェクトを稼働し始める、との
市場予測が出されています。銀
行以外の企業も、金融機関が何
を行っているか注意深く見るべき
でしょう。現在のブロックチェーン
採用に伴う障害もいずれは解消
され、あなたの事業にも関わって
くることでしょう。

「現段階では、ブロックチェーンを自社システムに採用すると説
明しても、根拠がない憶測だと思われるほど、CFOの認識も高
まっていません」

ブロックチェーンの導入例

あるeコマースのグローバル企業で

は、買い手と売り手を直接つなぐこ
とで、これまでとは異なる方法のオ
ンライン・リテールを提供しています。
このオープンソース・プロジェクトで
は、ピア・ツー・ピア取引のための分
散型ネットワークを構築しています。
ユーザーはウェブサイトを訪問する
代わりに、商品やサービスの購入
希望者と販売希望者を直接つなぐ
ことのできるプログラムをダウンロー
ドし、インストールします。結果として
中間業者の必要性がなくなります26。

ある日本の銀行では、自社の会計
システムに対し、実際の環境下で3

か月間、mijin（ブロックチェーン構築
のためのプラットフォーム）の試験導
入を行いました。デモンストレーショ
ンでは、250万の仮想銀行口座と毎
時9万件の取引処理能力を備えた
環境が作られ、障害や不正行為の
リスクは大幅に低減しました27。

あるグローバルな金融機関では、国
際決済にブロックチェーンを用いて、
リアルタイムに近い形で運営してい
ます。その費用は既存のプラット
フォームの何分の一かに過ぎませ
ん28。

決断の時｜デジタル時代の財務
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現在、ファイナンス組織の人財は
結果を生み出すことを必要とされ
ています。しかし、世界が変化す
る中で、彼らが成功し続けるため
には、何が必要なのでしょうか。
採用、育成や組織計画において、
どのような新しいアプローチが必
要となるのでしょうか。

デジタルビジネスの成長により、
人財市場は財務の分野を超えて
既に再形成されています。企業
が自社の全機能領域において人
財の質の向上を目指す中で、人
脈と分析スキルを持ち、かつビジ
ネスを理解できる人が特に重要
視されています。

ファイナンス組織も同様の課題に
直面しており、プロフェッショナル
の育成はその解決策のほんの一
部に過ぎません。経理からより分
析力が求められうる役割へとシフ
トすることができる人もいれば、
その流れに取り残される人もいる
でしょう。そうした中、デジタルの
未来へ備えるためには、採用し
た人の一人ひとりがオポチュニ
ティとなりうるのです。

自社の人財モデルを考える際、
「クラウドに特化した人財」が特定
のタスクや結果を出すために単
発で安価な報酬で採用される、
近年拡大中のギグ・エコノミーを
見過ごしてはいけません。より良
い人財を確保し、また組織の柔
軟性を高めるための効果的な方
法のひとつだからです。

調査では2025年までにミレニア
ル世代が労働人口の75％を占
めることが示されています29。デ
ジタルネイティブである彼らにとっ
ては、一般ユーザーレベルの技
術は日常の社会生活の一部であ
ることが当たり前となっています。
あなたにとって必要な人財は、最
先端とはいえない職場や、自身
が学び、成長し、革新を生み出す
機会が与えられないような職場
では働きたがらない人たちなの
です。

侮れない
人財管理

決断の時｜デジタル時代の財務
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リーダーシップ

リーダーシップなくしてデ
ジタル変革は起こせませ
ん。ファイナンス組織では
リーダーとなる有能な
CFOが欠かせません。自
分が果たすコミットメントに
ついて熟慮し、将来への
明確な展望と、そこに到達
するための具体的な計画
を持つことが必要です。

企業文化

明確な目標を設定するこ
とで、人々はどこで限界を
突破し、イノベーションを
推進できるかを理解する
ことができます。
これまでの世代では、財
務プロフェッショナルは、
予測を重視する環境で仕
事をしていました。新しい
世代の財務プロフェッショ
ナルは、検証、革新や進
歩を求める傾向がありま
す。新たな人財を採用す
ることで、ファイナンス組
織の文化がデジタル世界
に向けた準備を着々と進
めることができるのです。

スキル

デジタルファイナンスで必
要となるスキルは過去に
求められていたものとは
異なっています。今日、財
務人財にはテクノロジーと
データ・サイエンスについ
ての知識、またビジネスそ
のものに対する深い理解
が求められます。

エンゲージメント

あなたの組織が、社員自
身及び彼らのゴールに対
し積極的かつ全面的にコ
ミットしていると評価される
には何が必要でしょうか。
それを知ることが、社員が
より関心を持ち、意欲を高
める鍵となるのです。

デジタル変革に不可欠な要素

「デジタル変革は価値を生み出す新たな方法を想像する
ものであり、基本的に主体は人間です。変革を起こすた
めには、私たちはデジタル化を実現すると同時に、新たな
デジタルケイパビリティのユーザーであると同時にイネー
ブラーとなる必要があるのです」

決断の時｜デジタル時代の財務
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M：はい、マーケティング部のマリアです。

J：やあ、マリア。ジョンだよ。

M：CFOのジョンさんですか。
どうしましたか、ビットコインでもなくしたとか。

J：面白い冗談だね。

M：ところで、どんなご用件ですか。

J：ちょっと助けてほしいんだ。君は2年間、マーケティング部でデジタ
ルにどっぷり浸かってきただろう。そこで会得したことを教えてほしい
んだ。

M：また、ソーシャルメディアの使い方を教わりたいって話じゃないです
よね。

J：あはは、いや、真面目な話なんだよ。

M：了解、でも先に警告しておきますよ。デジタルは新しいテクノロジー
のことだけではないんです。まったく新しい考え方と働き方のことです。
心づもりはできていますか。

J：そのつもりだよ。

M：そうですか、ではさっそく始めましょう。今まで、何度も最初の一歩
でつまずいてきましたから。でも、そこから多くを学びましたけどね。

J：頼りにしているよ。木曜のミーティングのインビテーションを送るよ。

M：携帯電話を忘れずに持ってきてくださいね。あなたが新しい未来に
向けて果敢に第一歩を踏み出す姿を写真に撮って、ソーシャルメディ
アに投稿しますから。心配しなくても、あなたが気付かないうちにやっ
ておきますからね。

J：まったく、冗談はやめてくれよ。

決断の時｜デジタル時代の財務
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デジタル化のスピードは、ファイ
ナンス組織に対し適応を求める
新たなプレッシャーを与えていま
す。デジタル化が具体的に自社
のファイナンス組織にとってどの
ような意味をもたらすのか、という
のはまた別の問題です。それは
自らが考えるべき問題です。

デロイトの調査によると、調査対
象の殆どのファイナンス組織で、
まだロードマップは明確ではない
ものの、デジタル化への道のりを
歩み始めています。
CFO達はクラウド、アナリティクス
やロボティクスのみに投資を行な
うだけでなく、ビジネスにおいて
付加価値の高い洞察力に対する
期待値が高まっていることを見越
して、人財スキルの見直しも始め
ています。

幸いなことに、CFOは一人で悩
まなくてもいいのです。企業の他
の機能領域においても、デジタル
に関するイニシアチブをとってお
り、彼らから学ぶことも多いから
です。是非同僚と話してみましょ
う。変革によって、人財や業務モ
デルがどのように変化したかを把
握するのです。彼らの成功、そし
て失敗から、学びましょう。

そのあと財務における変革の詳
細な計画を立てますが、まずは
他のファイナンス組織で明確に
成功したといえる適用事例に焦
点を当てましょう。マスタープラン
を念頭に置きながら、一歩ずつ
実行しましょう。物事は速いス
ピードで変化しています。準備を
整え、潜在的リスクを理解するま
では、大胆な賭けに出るのは控
えましょう。

自社のファイナンス組織がこの先
どのような未来に直面するか分
かりませんが、確実に言えること
がひとつあります。もし、ビジネス
リーダー達がデジタル世界で戦う
つもりであれば、より多くの情報
をより速く処理し、これまでにない
スピードで、その情報から深い洞
察を得なければなりません。その
ためには、新しい技術、そしてそ
れに興味を持ち、それを使えるス
キルを持った人財が必要なので
す。

大きな決断

決断の時｜デジタル時代の財務
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「どの業界においても、
変革のスピードが加速
する昨今において
ロードマップを作成
しないのは非常に危険
です。すぐにできること
が何かを注視し、
方向性の確認に使用
するのです」

決断の時｜デジタル時代の財務
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すみません、今はほかにやるべきことがあります。

理解しましたが、先行きが不透明ですね。

私たちは、デジタルへの道のりを既に歩み始めています。

連絡を下さい。

もうひとつの簡単な質問

あなたはどう思いますか。

スコアリング

デジタル世界の財務に関する本報告書は、

一部、世界的なリーディング企業のCFOに対する詳細なイ

ンタビューを基に作成されています。新たなデジタルの威力、

そしてそれが未来に見据えるものに応えるため、ファイナン

ス組織が既に行っている施策について理解するための取り

組みとして、デロイトは継続的にインタビューを行っています。

決断の時｜デジタル時代の財務
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